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［Abstract］ The purpose of this paper is consider the meaning of women’s reversion-to-Japan 
movement in Okinawa in the era of U.S. occupation from 1945 to 1972, on the basis of a case 
study of Okinawa women’s federation. Because this group was biggest and the first group in 
women’s groups in Okinawa, and one of center groups in the movement. Until now many docu-
ments of the movement were recorded. And the research of the movement in Okinawa and in 
the mainland of Japan progress. But the research by viewpoint of gender has not started yet. In 
Okinawa, how did women experiences the war and after the battlefield, how tackled the move-
ment, and how lived after the reversion? Are there experiences, the feature, and a meaning unique 
to women?  I think the viewpoint of gender is indispensable to consider overall structures of the 
movement and the community in Okinawa, women’s movements in Japan, complex distinction in 
colonial furniture.
1．はじめに


























戦場となった沖縄では、4 人に 1 人と言われるほど多くの住民が命を落とし、家屋が焼かれ、
財産をなくし、生活や社会が破壊された。夫や子どもなど家族や親戚を失ったり、また自身が負




沖縄県内各地で自主的に婦人会を組織し、活動を展開した。石川市など早いところでは 1945 年 7
月から始まり、翌年には続々と結成されていく 3）。沖婦連は、そのような地域婦人会の連絡調整を
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という特徴を持つ。1958 年 8月 13日に社団法人となる。1960
年に沖縄県祖国復帰協議会（以下、復帰協）に、1961 年に全国地域婦人団体連絡協議会（以下、全
地婦連）に、1967 年に沖縄婦人団体連絡協議会（以下、婦団協）に加盟。1972 年 5月 15日に沖縄
県婦人連合会と改称。復帰までの歴代会長は武富セツ、大城つる、中村信、竹野光子、吉田つる、
仲宗根郁子、宮里悦で、会長を始め指導者層には教員が多く見られる。機関誌『おきなわ婦連新聞』
（1957 年 1月～）、『婦連会報』（1965 年～）などを発行。婦人大会を年一回開催（57年 1月～）。
会員の条件は、「満 25 歳以上の婦人と満 25 歳以下の既婚婦人」と約款に記されているが、各支
部ではゆるやかに運営されている 4）。会員数は時期によって異なるが、例えば 1958 年の社団法
人移行時には約 5 万人（1958 年 6 月 15 日『沖婦連新聞』第 18 号 : 1）、1968 年の三大選挙時には
約 4 万 5 千人（仲宗根編 1969 第 15 号 : 14）、1975 年の資料では約 4 万人（新川編 1975 : 94）で、
県内の女性団体で最大規模である（ibid : 94-97）。会員の構成は、例えば南部地区を見ると（1969
年 3 月 1 日）、図 2 のように 30 ～ 40 歳代が中心で、総数 13,458 人のうち農業 4,228 人、家事 6,990
人となっている（仲宗根編 1969 第 17 号 : 22-23）。







令撤回陳情（1948 年）、婦人週間実施（1951 年～）、配給米改善運動（1952 年）、新生活運動（生
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女　61.96% （米海軍軍政府厚生部調べ）
図１　終戦直後の男女別年齢構成比（1945 年 8月）
図 2　沖婦連会員構成例　南部地区（1969 年 3月 31日）
『沖縄をどう教えるか』編集委員会編（2000 : 85）より筆者作成
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状況であったという（1965 年 8 月 30 日『沖縄の婦人』第 4 号 : 1）。　
1966 年頃から様子が変わり始め、「祖国復帰要求県民総決起大会は（4 月）二十八日午後六時半
から那覇市内神原小学校校庭で約五万人が参加して行なわれました。…今年は家族づれや婦人
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
の参加者が目立ち
4 4 4 4 4 4 4 4
母親に抱かれた坊やや小学生、高校女生徒、大学の女子学生、学校の女教師、
労組婦人部をはじめ一般の婦人の姿が目立ち復帰運動の底辺の拡がりを感じさせました」という
（（　）筆者注）（傍点筆者）（1966 年 5 月 1 日『沖縄の婦人』第 12 号 : 9）。
15
戦後沖縄における女性の復帰運動
そして、1967 年 9 月 30 日、沖婦連が呼びかけ、女性に関する共通の問題を解決するために力
を結集するべく、婦団協が結成された。様々な女性団体が 1960 年代に結成され、公立保育所設
置要求運動（1962 年）、物価値上げ反対消費者大会開催（1966 年）など、組織を越えて連携して




本婦人会議沖縄県本部（1962 年結成）、沖縄全逓信労働組合婦人部（女子青年部 1956 年結成 6） 、
日本婦人有権者同盟沖縄支部（1966 年結成）、沖縄県青年団協議会女子部（1948 年結成）であった。
初代会長には仲宗根郁子沖婦連会長が選出された。
1968 年 1 月に来沖した田中総務長官に、沖婦連を始めとした婦人団体代表が、沖縄無条件返
還など 10 項目を要請した（1968 年 1 月 10 日『沖縄の婦人』第 33 号 : 11）。
1969 年初めには、仲宗根会長が沖婦連会員に対し、「ことしは B52 の即時撤去、原潜寄港阻止
の斗いをスローガンにしました。戦争の苦難を体験
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、かなりの圧力がありました
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と、世界平和
4 4 4 4
のために婦人の総意と総力を結集しようではあり
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。沖縄を返せ
の鉢巻をした婦人たちが、会旗を先頭におこりをぶつけて那覇軍港へ集結した」（傍点筆者）（仲
宗根編 1969 第 18 号 : 1）。その那覇軍港の座り込み闘争は、機動隊との衝突が起こり、女性を含
む 78 人の負傷者が出る大変激しいものとなった 7）。
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（2）婦人大会―復帰と向き合う姿勢
沖婦連で年 1 回開催される婦人大会のスローガン、宣言、決議における復帰運動の機運の盛り
上がりを見てみよう。転機は 1967 年度・第 17 回（1968 年 2 月 6 日開催）で、スローガンは「学
習会で婦人の政治意識を高めよう」とされ、宣言は「今年は選挙の年であり、政治学習を盛んに
し婦人の政治意識を高め、公明選挙に協力し、明るい社会づくりに貢献したい」とされた（沖縄
県婦人連合会編 1990 : 360）。1968 年に実施されることとなった 3 大選挙（11 月 10 日主席公選、
立法院選、12 月 1 日那覇市長選）に備え、初めて「婦人の政治」が盛り込まれたのである。
翌 1968 年度・第 18 回（1968 年 12 月 14 日開催）で、「私達は生活と平和を守り、生命を生み育
てる母親の立場から戦争に反対し、B52 の即時撤去、原潜寄港阻止の闘いに総力を結集し、基地
撤去、祖国復帰の実現に邁進
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
する」と宣言され、スローガン、宣言、決議の中に初めて「復帰」
という文言が明記された（傍点筆者）（ibid : 361）。
1969 年 11 月 21 日の佐藤・ニクソン日米共同声明を受け、沖婦連では、1969 年 11 月 29 日、
30 日に中央婦人幹部研修会を開き、「婦人と復帰」という分科会で討議を行った。「婦人が動けば
4 4 4 4 4 4
歴史が変わるという言葉がある
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の生活がどのように変わるか
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
」という日常生活に即した文脈で、復帰について正面から向き合っ
た（傍点筆者）（仲宗根編 1969 第 18 号 : 13-14）。
それは以後も後者に軸足を置きながら継続し、1969 年度・第 19 回（1969 年 12 月 26 日開催）
ではスローガンで「祖国復帰にそなえ
4 4 4 4 4 4
、生活の合理化と貯蓄運動を推進し、家庭経済を確立しよ
う」とされ、1970 年度・第 20 回（1971 年 1 月 17 日開催）では決議で「祖国復帰にそなえ、貯蓄
で豊かな生活をきずき、復帰不安を乗りきろう
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
」、「毒ガスの早期完全撤去を婦人の立場から強力
に推進しよう」とされ、1970 年度・第 21 回（1971 年 12 月 19 日開催）では決議で「祖国復帰に
そなえ、生活の合理化をはかり貯蓄の増強を推進しよう」、「婦人の人権と愛する子らを戦争と売
春と麻薬から守るために自衛隊配備に反対しよう




自衛隊配備反対運動など、生活に主軸を置く沖婦連の「復帰（に備えた）運動」は、1972 年 5 月
15 日の沖縄施政権返還後も続いていく。
1972 年度・第 22 回（1972 年 12 月 17 日開催）の「待望の復帰は実現したものの異常なまでの
高物価になやまされ、更に基地問題、自衛隊配備の問題、青少年問題、特殊婦人の問題等、深刻
な問題が山積し、これに対する婦人の役割は重要
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
であります」という宣言に、復帰に対する女性
の役割に真摯に向き合う姿勢が表れている（1973 年度・第 23 回、1976 年度・第 26 回など）（傍
点筆者）（ibid : 363-366）。
この時期、沖婦連以外の復帰運動／沖縄返還運動に熱心に取り組んできた団体では、1969 年







ここで、1967 年度・第 17 回婦人大会の宣言にも盛り込まれた 1968 年の選挙に、更に詳しく
注目してみたい。これは初の主席公選で、復帰をめぐる方針を左右する非常に重要な選挙と捉え
られ、その運動は大変激しく、女性にとっても非常に大きな経験となったからである。結論を先
取りして言えば、有権者総数 515,246 人のうち男性 235,299 人、女性 279,947 人で、女性の方が
約 4 万 4 千人多いことが注目され、「当初から与野党とも“婦人票をねらえ”というのが合言葉」















ている」と述べたり（仲宗根編 1968 第 11 号 : 3）、7 月に有権者同盟とともに市川房枝を招き公明
選挙の講演会を開いたりした（1968 年 12 月 30 日『沖縄の婦人』第 41 号 : 3）。
しかし、7 月に行われた沖婦連会長選挙は、現会長を擁する執行部と自民党に所属する会員た
ちが激しく対立する形となり、婦人票を狙った政治的揺さぶりの影響として新聞でも大きく報じ
られた。大混乱の末、仲宗根会長が再選された（宮里 1987 : 154-159、1968 年 12 月 30 日『沖縄
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までおとなしい
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、夫のいいなりになるといわれていたイメージをぶちこわし
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選挙直後の 1968 年 11 月 19 日に嘉手納基地でＢ 52 の墜落事故が起きた際は、女性有志 500 名
が抗議大会とデモを行い、女性だけのこのような抗議デモは初めてで女性が成長した証しとして
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法の立法や女性議員の選出等について話し合った（1961 年 6月 15日『婦連新聞』第 52号 : 1）。
市川（参議員）は 1966 年 11 月にも来島し、婦人団体代表との懇談会や沖婦連での講演会を
実施した（1966 年 11 月 30 日『沖縄の婦人』第 19 号 : 5）。また市川（参議員）は、先述の通り、
1968 年 7 月にも 3 大選挙に備え来島している（1968 年 12 月 30 日『沖縄の婦人』第 41 号 : 3）。
1967 年 8 月には民社党議員調査団が、9 月には社会党議員調査団が来島し、中沢いと子（参議
員）、田中寿美子（参議員）らと沖婦連も含めて話し合いを行った（1967 年 9 月 10 日『沖縄の婦




教職員会婦人部との懇談を行った（仲宗根編 1967 第 10 号 : 2）。1968 年 2 月、各県婦人会代表 31
名が来島した（沖縄婦人運動史研究会 1986 : 79）
1969 年 12 月 12 日、全地婦連、日青協、沖婦連、沖青協、沖縄県人会共催による「沖縄返還実
現婦人青年集会」を開催し、沖縄側からは代表約 600 名が参加、山高しげり会長始め全地婦連か








例えば、1959 年に琉球大学の招聘講師として沖縄に 3 か月間滞在した溝上泰子（島根大学教授）
は、「これだけの「世紀の矛盾」を農民やその指導者が果して自覚しているのか？　なれてしまっ
4 4 4 4 4 4
ているのではあるまいか
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
？　わたしには、この島の人々ののん気さが気になる」（1959 年 7 月 15
日『婦連新聞』第 30 号 : 4）と感想を語る。
1964 年 10 月に社会党使節団の一員として訪沖 2 回目の戸叶里子（衆議員）は、本土では母子
福祉対策や肢体不自由児施設や精神病の施設などが充実してきたが沖縄ではまだまだで、「沖縄
が矛盾にみちておりいろいろの問題がたくさんでてきております。…皆さんがいろいろ努力して
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
いらっしゃることもよくわかりますが
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
、もう一歩ずつ前進することが皆さんに課せられた大きな
使命だと思います」、特殊な環境だから仕方がないと諦めるのではなく「婦人はもっと政治に目
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
覚めるべき
4 4 4 4 4
だと思います」（1964 年 10 月 15 日『おきなわ婦連新聞』第 92 号 : 2）と説いた。




場合、そういう理論的な面（権利意識）での指導者の層がうすい」（（　）筆者注）（1967 年 4 月 30
日『沖縄の婦人』第 24 号 : 3-4）と指摘した。
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現在の法自体に矛盾を感じ実際に様々な不合理な問題が
生じいろいろな方面から検討研究され改善されなければならない段階
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
にきています。沖縄ではそ
4 4 4 4 4
れ以前なんですね
4 4 4 4 4 4 4 4
」（傍点筆者）（1967 年 11 月 10 日『沖縄の婦人』第 30 号 : 2）と述べている。
20
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沖縄返還運動、「沖縄問題」、沖縄の女性問題に真摯に取り組む女性たちのこれらの意見では、
本土を準拠点とした沖縄社会に対する「診断」が行われており、そこから沖縄の女性運動に対す
る評価が導き出されていることが分かる。それに対し、1967 年 9 月に社会党第 4 次沖縄派遣団
に参加して沖縄を訪れた田中寿美子（参議員）の指摘は同時代において出色である。
沖縄の女性活動のリーダー格の人たちが「一ばん先に切り出したことは沖縄には
4 4 4 4
本土の婦人が
戦後あたえられたような婦人解放の時期がなかった
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
ということだった」、「沖縄の婦人から見れば
「せめて本土なみに」男女格差をちぢめて欲しいというのである。この要求に対して「本土だって
4 4 4 4 4
格差があるんですよ
4 4 4 4 4 4 4 4 4
」とすげなくしりぞけるようなことがあっては本土のエゴイズム
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されつつある
4 4 4 4 4 4
。時として本土の婦人より一歩進んでいるのではないかとさえ思える」（田中 1967 
: 66-72）というもので、沖縄をめぐって「婦人解放」の概念の再考を迫る。これは、1968 年 6 月
30 日『沖縄の婦人』にも転載された。
（3）沖縄の女性の視点
1966 年 2 月に 2 日間にわたって開かれた「第 5 回沖縄連全国代表者会議」では、22 名の日本婦
人会議会員が来島し、沖縄側からは沖婦連も含む 35 名の婦人代表が出席した。「沖縄返還と婦人」
分科会が設けられ、沖縄側から「復帰できないため沖縄の人たちはどのような状況におかれてい








4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
」「生活の問題にもと
りくみ方が弱い」ということは、…本土の婦人たちからも指摘され」た（傍点筆者）（1966 年 2 月
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現在の沖縄そのものと、男性側からの二重の圧力を受けている





をあわさなければなりません」（傍点筆者）（1968 年 11 月 30 日『沖縄の婦人』第 40 号 : 1）。
「これまで沖縄の婦人たちは
4 4 4 4 4 4 4 4
“政治的な目覚めがおそい
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
”といわれてきた
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。……婦人を議会へ送らなければ、本当に婦人の権利を守り
政治と台所を直結させるようなきめこまかい政治を行わせることができない」（1969 年 1 月 30 日
『沖縄の婦人』第 42 号 : 1）と。
（4）沖縄の男性の視点
最後に沖縄の男性から見た女性の復帰運動について考えてみよう。1968 年 3 大選挙や、復帰
運動については、男女の別なく一丸となって取り組んだという評価が多い。しかしながらその中
にも多少の特徴が見られる。例えば、復帰後に行われた復帰協の座談会での発言が参考になる。
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、われわれの意識の中に欠落した部分としての婦人問題
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ときには
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、大変ショックでした
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」などと皮肉られたり」した（傍点筆者）（1957 年 1 月 13 日『婦連新









をはかる 332、教養を高める 244、地域社会を明るくする 200、青少年の健全育成をはかる 190、








（1958 年 7 月 18 日『婦連新聞』第 19 号 : 1）、「情けない」とか（1959 年 10 月 15 日『婦連新聞』第
33 号 : 2）、「体質改善が必要」とか（1966 年 2 月 26 日『沖縄の婦人』第 10 号 : 5）、「現在は力が弱
い」など（1966 年 6 月 1 日『沖縄の婦人』第 13 号 : 1）、女性からの批判も見られた。　
このように政治活動の「場」としての役割も求められてきたのである。とは言え、沖婦連では、
規約上「中立」を覆すことは出来ないため、選挙の際の政治教育に取り組むことで意欲を示した。














































沖縄遺族連合会婦人部が 15,000 人、沖縄農協婦人組織協議会が 13,200 人、沖教組婦人部が 5,000 人、自
治労婦人部が 3,800 人などとなっている。結成年については同資料の他に、注 4 の資料が参考になる。
2）沖縄教職員会婦人部の復帰運動について、筆者による成果は、世界社会学会 2014 年 7 月での口頭報告や、
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4）仲宗根編（1969 第 17 号 : 4）など参照。
5）団体名は沖縄県女性団体連絡協議会（2003 本編 : 43）参照、各団体結成年は ibid（355-415）、沖縄婦人運動
史研究会（1986 : 287-307）、新川編（1975 : 85-97）参照。全逓については沖縄全逓信労働組合編（1971）参照。





9）新川編（1975 : 50）、1966 年 2 月 26 日『沖縄の婦人』（第 10 号 : 1,5）など。
10）正式加盟前もオブザーバーとして参加したという（沖縄婦人運動史研究会 1986 : 79）。
11）第 1 回については 1963 年 1 月 15 日『婦連新聞』（第 71 号 : 4-5）など参照。
12） 1958 年 3 月 15 日『婦連新聞』（第 15 号 : 2）、1959 年 9 月 15 日（第 32 号 : 4）など参照。
13）バトラ （ー1999）など。
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